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内部統制基本方針 

 

当社は、当社及び子会社から成る企業集団（以下「当社グループ」という。）の企業理念体系である「キ

ッツ宣言」、「長期経営ビジョン」及び「行動指針」（総称して以下「企業理念体系」という。）のもと、経

営基盤を健全かつ強固なものにするため、当社グループの業務の適正を確保するための体制を以下の通り

整備し、運用するとともに、継続的な改善を図る。 

 

１．当社の執行役・使用人及び子会社の取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを

確保するための体制 

(１) 当社は、企業理念体系を世界中の当社グループで働くすべての役員・使用人に周知・徹底する。 

 (２) 当社は、当社グループのコンプライアンス経営を実践及び監督するための組織として、代表執

行役社長を委員長とするＣ＆Ｃ管理委員会を設置する。また、推進統括部門を定め、コンプラ

イアンス経営の基本的な考え方に基づき、使用人に対する教育研修を実施するとともに、その

効果の確認を行うなど、グループコンプライアンス経営及びグループリスクマネジメントの充

実に向けた取り組みを行う。 

（３）当社は、当社グループの役員・使用人が遵守すべきコンプライアンス行動規範を定める。 

(４) 当社は、執行役・使用人及び子会社の取締役・監査役・使用人から、法令違反行為、重大な社

内規程違反行為その他コンプライアンス違反行為に関する通報または相談を受け付ける窓口

（以下、「コンプライアンス・ヘルプライン」という。）を当社及び各子会社に設置するほか、

弁護士事務所にグループ共通の受付窓口を設置する。また、情報提供者のプライバシーを厳格

に保持し、情報提供による不利益な取扱いをしないよう管理を徹底する。 

（５）当社は、コンプライアンス行動規範及びコンプライアンス・ヘルプラインについて、各グルー

プ会社の所在国の言語で作成するコンプライアンス・ガイドブック、社内イントラネット、コ

ンプライアンス教育等により、当社グループの役員・使用人に周知する。 

(６) コンプライアンス担当執行役は、コンプライアンス・ヘルプライン規程に基づき、内部通報の

内容及びその調査結果について、監査委員会に報告するほか、取締役会に報告する。 

(７) 当社は、監査委員会が設置する内部通報受付窓口が受け付けた当社グループの取締役・執行役・

監査役等の経営幹部の関与が疑われ、かつ当社グループの経営に重大な支障が及ぶ可能性があ

る法令違反行為等に関する通報または相談について、監査委員会からの要請に基づき、調査へ

の協力及び情報の提供その他必要な支援または問題解決のために必要な対応を行うとともに、

是正及び再発防止に向けた措置を講ずる。 

(８) 当社は、代表執行役社長直轄の内部監査室を設置し、内部監査規程に基づき、当社及び当社連

結対象子会社の「業務の有効性及び効率性」、「報告（財務報告等）の信頼性」、「事業活動に関

わる法令等の遵守」及び「資産の保全」並びに「コーポレート・ガバナンスプロセスの有効性



 
 

 

2 
 

評価」及び「事業活動におけるリスクマネジメントの有効性評価及びリスクコントロールシス

テムの改善への寄与」に関する内部監査を円滑かつ効果的に行う。 

(９) 当社は、当社及び当社連結対象子会社の「報告（財務報告等）の信頼性」を確保するために、

内部監査室において、財務報告に係る内部統制システムの整備状況及び運用状況を定期的に評

価し、それに基づいて継続的な改善活動を実施する。 

(10) 内部監査室長は、当社及び子会社に係る内部監査に関する計画及び結果その他必要な情報を代

表執行役社長、監査委員会、執行役及び子会社の社長に報告する。 

(11) 内部監査室長から内部監査の結果に基づく問題点の指摘を受けた執行役、部門統括責任者及び

子会社の社長は、改善策を検討し、速やかに実施する。 

(12) 内部監査室長は、必要に応じて、取締役会に陪席し、当社グループの内部監査の実施状況及び

結果について直接報告を行うことができる体制とする。 

(13) 当社は、子会社の取締役の職務執行を監督するため、主要な子会社に取締役及び監査役を派遣

する。 

(14) 当社は、取締役会規程、職務権限規程、稟議規程及びグループ会社管理規程その他関連する規

程類（総称して以下「グループ会社管理規程類」という。）において、当社が子会社の重要事項

について承認する事項を明確にすることにより、子会社における業務の適正性を確保する。 

(15) 当社は、当社グループにおける会社間の取引を行う場合、法令及び会計原則その他の社会規範

に照らし、公正・妥当なものとする。 

(16) 当社は、社会の秩序や安全を脅かす反社会的勢力その他の関連する団体に対して、弁護士等の

専門家及び警察等と連携し、組織的に毅然とした姿勢で対応する。また、当社グループとして

社会的責任を果たすため、反社会的勢力排除の取り組みを継続的に実施する。 

 

２．職務執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

  (１) 当社は、執行役の職務の執行に係る重要な文書等（電磁的記録を含む。）の情報を法令及び社内

規程に従い適切に保存し管理する。 

  (２) 執行役及び部門統括責任者は、子会社における取締役の職務の執行に係る重要な文書等（電磁

的記録を含む。）の情報を法令及び当該子会社の社内規程に従って適切に保存・管理する体制の

構築及び整備並びにその運用について監督する。 

  (３) 当社は、情報の作成・利用・管理に関する情報セキュリティ・ポリシー及び個人情報保護方針

に基づき、情報の適切な保管・管理を徹底し、情報の漏洩や不適切な利用を防止する。また、

情報セキュリティ・個人情報保護委員会により、当社グループの情報セキュリティを総合的に

管理するとともに、情報セキュリティに関する監督を行う。 

(４) 当社は、社内規程に基づき、代表執行役及び執行役会の決裁文書等の重要な文書を取締役が必

要に応じて閲覧可能な状態を維持する。 
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３．当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

(１) 取締役会は、当社グループにおけるリスク管理体制を構築するとともに、リスクマネジメント

基本方針を定め、その運用状況を監督する。 

(２) 取締役会は、取締役会による当社グループのリスクマネジメントの監督を補助し、経営戦略と

一体のものとして、その高度化に資することを目的とする任意の機関として、社外取締役を委

員長とするリスク委員会を設置する。 

（３）当社は、リスクマネジメント推進統括部門を定め、リスクマネジメント基本方針に基づき、グ

ループリスクマネジメントの充実に向けた取り組みを行う。 

 (４) 執行役会は、リスクマネジメント基本方針に基づき、当社グループの業務執行におけるリスク

の抽出、分析、評価及び対策の検討・実施を行う。 

(５) 当社は、代表執行役社長の指揮下にサステナビリティ推進、内部統制、コンプライアンス・危

機管理・リスクマネジメント、投融資審査その他各種機能別委員会組織を設置し、当社グルー

プのリスクを適切に管理・評価するとともに、牽制、改善その他必要な統制の対応を行う。 

(６) 内部監査室は、当社グループのリスク管理プロセスを評価する。 

 

４．当社の執行役及び子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

(１) 取締役会は、法令または定款に定めるもののほか、取締役会規程に定める重要事項を決定する。 

(２) 取締役会は、意思決定の迅速化及び効率化を図るため、業務執行に係る決定のうち、執行役に

委任する事項を定める。 

(３) 取締役会は、執行役の指揮命令系統及び職務分担を決定する。 

(４) 取締役会は、執行役から、原則として３カ月に１回以上、業務執行の状況について報告を受け、

監督する。 

(５) 取締役会は、すべての執行役で組織し、取締役会において選定される代表執行役社長が主宰す

る執行役会を設置する。 

(６) 取締役会から執行役に委任された事項のうち、執行役全員に委任された事項については執行役

会の合議により決定し、代表執行役に委任された事項については代表執行役が決定する。 

(７) 代表執行役社長は、経営会議を設置し、執行役及び部門統括責任者から業務執行に関する報告

を受けるとともに、中期経営計画及び年度経営計画の進捗状況の確認と調整を図る。 

 (８) 当社は、意思決定の迅速化及び効率化を図り、意思決定プロセスを明確にするため、各執行役

及び使用人の権限と責任を定める職務権限規程及び稟議決裁規程を定め運用する。 

  (９) 当社は、当社グループの財務方針を定め、財務面におけるガバナンスを強化するとともに、当

社グループにおける資金、為替及び金融機関取引の統括及び管理を行う。 

(10) 当社は、子会社の経営を監督するため、各子会社を所管する部門長（以下「子会社担当部門長」

という。）を定める。 

(11) 子会社担当部門長は、対象子会社の取締役を兼ねるほか、対象子会社の業務の執行に係る重要

事項について承認を行う。 
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５．子会社の取締役及び使用人の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制 

(１) 各子会社の代表取締役社長は、グループ会社管理規程類により、当該子会社の経営状況に係る

重要事項について、当社の代表執行役社長に報告する。 

(２) 各子会社の取締役及び使用人は、子会社担当部門長に対し、職務の執行に係る重要事項につい

て報告する。 

(３) 当社は、経理規程及び連結経理細則に基づき、子会社からの適時適切な報告を徹底することに

より、当社グループの財務状態及び経営成績を的確に把握し、かつ連結会計方針の適切な維持

管理を行う。 

 

６．監査委員会の職務を補助すべき使用人及びその使用人の執行役からの独立性に関する事項並びに監

査委員会の使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項 

(１) 当社は、監査委員会及び監査委員の職務を補助する組織として、監査委員会直属の監査委員会

室を設置する。 

(２) 当社は、監査委員会室に、監査委員会及び監査委員の職務を補助するに足る能力を有する専任

の使用人を常勤の室員（以下「常勤室員」という。）として配置する。 

(３) 当社は、監査委員会が必要とする場合、内部監査室に所属する使用人全員を一時的な室員（以

下「一時室員」という。また、常勤室員及び一時室員を併せて以下「監査委員会室員」という。）

として兼務させ、監査委員会の指揮のもとに、内部監査に関する追加調査及び重大な法令違反

行為等に関する調査等について直接かつ優先的に指示を行うことができる体制を確保する。 

(４) 当社は、監査委員会室員が職務を遂行する場合、業務執行からの独立性を確保する。 

(５) 取締役（監査委員を除く。）及び執行役は、監査委員会室員が監査委員会の職務を補助するにあ

たり指揮・命令を行わない。 

(６) 常勤室員は、監査委員会及び監査委員の指示に従いその職務を行うほか、監査委員会の事務局

業務を遂行する。また、常勤室員は、子会社の監査役を兼務することができるものとする。 

(７) 当社は、常勤室員の人事に関する事項について、事前に監査委員会の同意を得たうえで決定す

る。また、監査委員会室員の人事考課は、監査委員会が行う。 

 

７．当社の取締役（監査委員を除く。）・執行役・使用人及び子会社の取締役・監査役・使用人またはこ

れらの者から報告を受けた者が当社の監査委員会に報告をするための体制並びに監査委員会への報

告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制 

(１) 当社の取締役（監査委員を除く。）・執行役・使用人及び子会社の取締役・監査役・使用人また

はこれらの者から報告を受けた者は、法令及び定款に違反する事実、不正行為その他会社の経

営に重大な支障または著しい損害を及ぼす可能性のある事実について、すみやかに当社の監査

委員会に報告する。 
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(２) 当社の取締役（監査委員を除く。）・執行役・使用人及び子会社の取締役・監査役・使用人また

はこれらの者から報告を受けた者は、法令及び監査委員会規程に基づき、監査委員会から報告

を求められたときは、当該対象者はすみやかに監査委員会に報告する。 

(３) 当社は、当社の取締役（監査委員を除く。）・執行役・使用人及び子会社の取締役・監査役・使

用人またはこれらの者から報告を受けた者が監査委員会に報告を行ったことを理由として、当

該報告者に対して不利益な取扱いを行わない。 

 

８．監査委員の職務の執行について生じる費用の前払いまたは償還の手続その他当該債務の処理に係る

方針に関する事項 

(１) 当社は、監査委員会及び監査委員による職務の執行に伴う費用の前払いまたは償還の請求があ

った場合、監査委員会及び当該監査委員の職務の執行に関わるものではないと認められる場合

を除き、その請求にすみやかに応じる。 

(２) 当社は、監査委員会及び監査委員の職務の執行に伴う弁護士等の専門家への報酬その他の費用

を、前払いのものを含めて負担する。 

 

９．その他監査委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

(１) 当社は、当社の取締役（監査委員を除く。）・執行役・使用人及び子会社の取締役・監査役・使

用人が監査委員会による調査及び往査等に応じることにより、監査の実効性を確保する。 

(２) 当社は、監査委員会が当社の取締役（監査委員を除く。）・執行役・会計監査人その他必要な者

との十分な意見交換を行う機会を確保する。 

(３) 代表執行役社長は、定期的に監査委員会との間で経営上の課題等について意見交換を行う。 

  (４) 内部監査室長は、監査委員会が主宰する「三様監査会合」において、会計監査人及び監査委員

との緊密な連携を図る。 

(５) 当社は、監査委員が重要な会議に出席し、意見を述べる機会を確保する。 

(６) 監査委員会は、連結経営の観点から、グループ全体の監査の実効性を確保するため、定期的に

子会社の監査役と情報・意見の交換を行う。また、当社は、監査委員会の求めに応じて、子会

社の監査役との連携及び子会社の使用人から情報を収集できる機会を確保する。 

 (７) 監査委員は、監査委員会の職務遂行において必要と認める場合、弁護士、公認会計士その他の

専門家を活用することができるものとする。 

 

以上 

 

 

 

 




